
韓国における最近の特許法改正について 
韓国での特許権者の保護強化の傾向の説明と日・韓特許制度の比較を含めて 

弁理士  金世元 
ksw@hanyanglaw.com 

２０１７．２． 

韓洋国際特許法人 

mailto:ksw@hanyanglaw.com


韓国における最近の特許法改正について 目次 

I. はじめに 

II. 韓国特許法の最新改正 
■ ２０１５年立法予告の主要内容 

■ 外国語特許出願制度の導入 

■ 分割出願時期の拡大 

■ 審査請求期限の短縮 

■ 職権再審査制度の導入 

■ 職権補正の範囲の拡大 

■ 特許取り消し申請制度の導入 

■ 侵害訴訟時の資料提出義務の強化 

■ 特許訴訟管轄集中 

■ その他 

III. 日・韓特許制度の比較 

IV. まとめ 



韓国における最近の特許法改正について 

3 

I. はじめに 

■ 特許登録率 

２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 

登録率 ６０．４％ ６３．９％ ６６．３％ ６７．２％ ６８．６％ 

外国人の
登録率 

韓国人より平均的に約７％くらい高い。 

■ 審判請求認容率(特許） 

２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 

決定系 ２８．０％ ２８．８％ ３３．３％ ３２．１％ ２７．８％ 

当事者系 ４７．９％ ４８．５％ ４９．５％ ４５．６％ ５０．７％ 

■ 特許法院・大法院の認容率(特許） 

特許法院 
決定系 提訴率 １０%未満 認容率 １０%程度 

当事者系 提訴率 ４０～５０％ 認容率 ２０～４０% 

大法院 
決定系 

上告率 ２０％程度 認容率 ５～１５％ 
当事者系 
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I. はじめに 

■ 国家知識財産委員会、２０１５年４月１０日議決事項 

重点課題１ 

高品質の強い特許の創出 

（１）審査官一人当りの審査処理件数の適正化 

（２）先行技術ＤＢおよび検索システム拡充 

（３）特許審査評価・検証の強化 

重点課題２ 

不良特許防止および早期解消 

（１）審査官職権再審査制度の導入 

（２）特許取り消し申請制度の導入 

重点課題３ 

登録特許権の法的安定性の向上 

（１）無効審決予告制度の導入 

（２）無効審判の審理方式の改善 

（３）審級間の審理範囲および判断基準の調和 
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I. はじめに 

■ 現況および評価 

特許無効審判の認容率現況 

年度 ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ 

認容率 
６０．１％ ５３．１％ ５３．４％ ５２．１％ ４９．２％ ５３．２％ 

318/529 336/633 374/700 405/777 317/644 314/590 

主要国の特許無効審判の比較 
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I. はじめに 

■ 特許無効審判の認容率の影響要因 

審査環境 特許出願の増加、審査官一人当りの過度な審査負担(他国に比べて顕著） 

制度 

不良特許の発生および特許権者保護制度の不備 

＊審査期間の短縮→特許公開（出願日から１８ヶ月）前に特許決定になる比率の増加（２０１１年

２０％から２０１４年４０％へと急増）→公衆審査参加機会（第三者による情報提供など）の縮小 

＊ 特許権者の無効防御機会（訂正請求）が少ない→無効審決予告制度の導入が必要：日本で

は２０１２年に導入されて無効予定特許の約１６％が救済された。 

無効判断

基準 

審級別特許無効可否の判断基準の相違 

＊ 無制限な審理範囲：特許審判院の特許有効審決に対し、特許法院で無効だと判断した件の

比率が高い水準(２０１４年の基準、約７０％)。主要原因は、法院段階で新しい証拠の提出を許

容すること。 

＊ 審級制度の限界：審級別の判断基準の差も特許審判院の審決が特許法院で取り消しとなる

比率を引き上げる主要原因である。審級制度の本質上、上級審の基準に影響されざるを得ない。 
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I. はじめに 

■ 重点課題１：高品質の強い特許の創出 

(1) 

審査官一人当たり審査処理件数の適正化 

* 審査官の増加率(２００１年３６０名２０１５年８４２名) 

* ＩＰ５特許庁に比べ、審査官一人当たり審査処理件数の過多 

* 改善方案: 審査官の増員{目標: 一人当たり２２０件(２０１５年)１８０件(２０１６年)} 

(2) 

先行技術ＤＢ及び検索システムの拡充 

* 審査共有対象の国家を拡大(ＩＰ５以外のオーストラリア/カナダなど) 

* 先進特許分類(ＣＰＣ: Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ Ｐａｔｅｎｔ Ｃｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ)の導入 

(3) 

特許審査評価/検証機能の強化 

* 協議審査の活性化: 特許決定をしようとする再審査の件は担当審査官・パート長・課長の３人の協議

が必要 

* 着手登録の件(ＯＡ無しで登録される件)の場合、審査報告書に登録理由の記載を義務化 

   (着手登録の件は審査処理の件のうち１０％程度であるが、無効の件の中でも２０％程度を占める) 

* 審査結果の通知の「前に」審査評価システムを導入 
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I. はじめに 

■ 重点課題２：不良特許防止および早期解消 

(1) 

審査官職権再審査制度の導入 

特許法第６６条の３(特許決定以降の職権再審査) ① 審査官は、特許決定された特許出願に関して明白

な拒絶理由を発見した場合には職権で特許決定を取消しとし、その特許出願を再度審査(以下「職権再

審査」という)することができる．．．[施行日: ２０１７年３月１日] 

(2) 

特許取消し申請制度の導入 

特許法第１３２条の２(特許取消しの申請) ① 誰でも特許権の設定登録日から登録公告日の後６ヶ月に

なる日まで、その特許が次の各号のいずれか一つに該当する場合には、特許審判院長に特許取消し申

請をすることができる．．．[施行日: ２０１７年３月１日]  
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I. はじめに 

■ 重点課題３：登録特許権の法的安定性の向上 

(1) 

無効審決予告制度の導入(改正法の反映には失敗) 

 

 

 

 

 

(2) 

無効審判の審理方式の改善 

* 審判段階で周知/慣用技術に対する請求人の立証責任の強化など 

* 審決文の様式の改善: 後知恵の可能性が高い単純な構成対比の方式より、発明全体の解決原理中心

の対比を目指す。 

* 口頭審理の充実化を通じて後知恵を防止 

(3) 

審級間の審理範囲及び判断基準の調整 

* ７０％: ２０１４年、特許有効審決の９３件のうち６４件(約７０％)が特許法院で審決取消(無効判決)を受け

た。 

* 審理範囲(証拠提出)無制限主義(大法院２００２．６．２５言渡２０００フ１２９０判決) 



韓国における最近の特許法改正について 

10 

II. 韓国特許法の最新改正 

■ ２０１５年立法予告の主要内容 

提案背景 主要事項 

▶１人当たり審査件数過多のせいで特許

品質に対する憂慮が存在 

☞国民参加を通じた登録前・後の検証手

続きの強化が必要 

☞優秀特許は容易に無効化されないよう

に治癒機会を追加で提供することが必要 

<特許検証及び保護強化> 

① (特許取り消し申請制度) 国民の参加で登録特許を６ヶ月間再検討し、瑕

疵が確認された特許を早期に取り消しとする制度 

② (職権再審査制度) 特許決定後にも特許登録前まで重大な瑕疵が発見さ

れる場合は、職権で再度審査する制度 

③ (無効審決予告制度) 無効審判進行中、一部の瑕疵がある場合、権利者

に事前に告知して追加訂正の機会を保障する制度 

▶共有特許の譲渡比率 ２．９％（‘１３） 

▶共有特許の代金分割を認めることで実

施事業の中断の憂慮が存在 

▶実施事業の保護のための実施権登録

比率は１．３％(推定)に過ぎない ☞特許

技術の活用促進及び実施事業の保護手

段が必要 

<共有特許の活用促進及び実施事業の保護> 

④ (共有特許制度の改善) 他共有者の同意無しにも持分の全体譲渡を許容

するなど、共有特許の技術移転要件を緩和、１回契約で５年以上も分割(競

売)禁止可能。 

⑤ (通常実施権の無登録保護) 特許庁に通常実施権を登録しなくても契約

事実の証明だけで今後特許権を譲受される者に対抗が可能。 

▶権利未確定期間の長期化で第三者の

監視負担が増加 

▶無分別な訂正審判で紛争が長期化 

☞迅速な権利確定及び紛争長期化の防

止が必要 

<迅速な権利確定及び紛争長期化の防止> 

⑥ (審査請求期間の短縮) 迅速な権利確定のために５年から３年へと短縮 

⑦ (訂正審判請求時期の合理的な調整) 紛争の長期化防止のために、無効

審判が特許法院で係属中である場合、弁論終結前までに訂正審判を請求す

るように改善 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 共有特許の代金分割を認めた大法院の判決（２０１３Da４１５７８判決） 

共有 

企業 

個人 

特許権（全体） 
について 
分割請求 

法院 

 特許権 
  オークション 
 持分比率で 
  代金配当 

第三者落札 

侵害禁止請求 

■ ２０１７年３月１日以降に施行される特許法の主要な改正内容 

① 特許取り消し申請制度 ② 職権再審査制度 

③ 審査請求期間の短縮 ④ 正当権利者の出願期間の延長 

⑤ 特許権移転請求制度 ⑥ 外国審査結果提出命令制度 

⑦ 訂正審判請求時期の合理的な調整 
（従前）無効審決→特許法院（訂正審判）→大法院（訂正審判） 
（改正）特許法院（弁論終結日までに可能）→大法院（訂正審判不
可） 

特許法第６３条の３（外国審査結果提出命令）審査官は、第5
4条の規定による優先権の主張を伴う特許出願の審査に必
要な場合には、期間を定めて、その優先権主張の基礎となる
出願をした国の審査結果の資料（その審査結果がない場合
には、その旨を書いた意見書をいう。）を産業通商資源部令
で定める方法により提出することを特許出願人に命じること
ができる。 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 外国語特許出願制度の導入 

施行 ２０１５年１月１日の出願から＊ 

条文 特許法第４２条の３ 

改正理由 

先に出願した者に特許権を付与する現行の先出願制度の下では

早い出願日の確保が最優先されるので、発明の内容を韓国語では

なく、産業通商資源部令に定める外国語で記載して特許出願書に

添付して提出しても、特許出願日を認められるようにすることで、出

願人の便宜を図るようにした。 

対象外国語 英語 

翻訳文の提出 最先日から１４ヶ月以内＊＊(未提出時には取り下げと見なす） 

誤訳の訂正 可能（明細書の補正と見なされる） 
＊ 施行後、約10%程度の出願が外国語(英語)で出願された。(弊所独自統計) 
＊＊ 従前法に比べて翻訳文提出期間が２ヶ月延長される効果がある。 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 外国語特許出願制度の導入 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 分割出願時期の拡大 

施行 ２０１５年７月２９日の特許決定から 

条文 特許法第５２条第１項第３号 

改正
理由 

現行法では明細書または図面を補正できる期間または拒絶決定不服審判を

請求できる期間にのみ分割出願が可能であり、特許登録決定以降は分割出

願ができないので、自分の発明であるにもかかわらず、特許登録決定以降変

化した市場環境に合わせて追加権利化ができない問題点があった。 

分割
出願
可能
時期 

改正前 改正後 

① 明細書の補正可能期間 

② 特許拒絶決定謄本の送達日か

ら３０日以内 

① （改正前と同一） 

② （改正前と同一） 

③ (新設)特許決定書の送達日から３ヶ月 

(ただし、その前に設定登録する場合は、設定

登録日までに) 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 審査請求期限の短縮（５年→３年） 

施行 ２０１７年３月１日の出願から 

条文 特許法第５９条 

■ 審査請求の比率 

出願日から３年以内 ８０%以上 

出願日から１年以内 ６０%以上 

出願日から４年以降 １０%程度 

■ 改正前のアンケート 

審査請求期限の短縮を賛成するか。 

賛成可否 
ＹＥＳ ＮＯ 分からない 

８０．７ １４．６ ４．６ 

賛成理由：権利未確定期間の短縮で監視負担が減少（５３．５％）、外国より権利が遅く確定する問題の解消（２３．０％） 

反対理由：審査時期が遅延できないので特許登録料の維持負担の増加（５３．３％） 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 職権再審査制度の導入 

施行 ２０１７年３月１日の特許決定から 

条文 特許法第６６条の３ 

■ 改正前のアンケート 

職権再審査制度の導入を賛成するか。 

賛成可否 
ＹＥＳ ＮＯ 分からない 

６２．２ ２６．８ １１．０ 

賛成理由：不実権利の量産防止（３８．４％）、早期に瑕疵の治癒可能（３４．１％） 

反対理由：特許決定の信頼性の低下を憂慮（４７．３％） 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 職権補正の範囲の拡大 

施行 ２０１７年３月１日の職権補正から 

条文 特許法第６６条の２ 

改正前 

職権補正 

特許決定 

職権補正が無かった
とみなす。 特許登録 

① 特許登録 
② 職権補正効力維持 

出願人の
同意 

通知 NO 

YES 

効力継続維持 

拒絶理由には該当しない明白な
誤記がある場合だけ 

改正後 

職権補正 

解除条件付 
特許決定 

① 特許決定取り消し 

② 職 権 補 正 が 無
かったとみなす。 

再び審査が開始 

① 特許登録 
② 職権補正効力維持 

出願人の
同意 

通知 NO 

YES 

拒絶理由に該当する記載不備事
項が明白に誤って含まれている場
合にも 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 特許取り消し申請制度の導入 

施行 ２０１７年３月１日の設定登録から 

条文 特許法第１３２条の２から 

改正
理由 

誰でも瑕疵のある特許について先行技術情報に基づいた特許取消し事由を特

許審判院に提供すれば、審判官が該当特許の取消しを迅速に決定することを

内容とする特許取消し申請制度を導入し、特許検証を強化する。  

設定登録日 

２０１７年３月１日 

Dummy無効審判可能 

何人も登録公告日から３ヶ月以内
に 

Dummy無効審判不可能 

■ 改正前のアンケート 
単位（％） YES NO よくわからない 

全体 ５９．８ ２６．１ １４．１ 

職種別 

大手企業 ６０．３ ２０．７ １９．０ 

中小企業 ６７．６ １７．４ １５．０ 

弁理士 ３０．４ ６９．６ ０．０ 

 不良特許を簡単に除去することにより、特許の質の向上に役立つ。 
 特許を見直して不良特許を除去することで、今後の無効審判認容率も下げる効果がある。 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 特許取り消し申請制度の導入 

＜特許取り消し申請制度と無効審判制度との比較＞ 

区分 （新）特許取り消し申請 （旧）特許無効審判 

申請人・時期 誰でも・登録公告日から６ヶ月 利害関係人・いつでも 

申請理由 新規性・進歩性（特許・刊行物）・先願 全ての無効事由 

審理併合 一括併合原則 必要時併合 

審理進行 取り消し理由がある時のみに進行 無条件審理進行 

制度運営 決定系(特許庁・特許権者） 当事者系（請求人・被請求人） 

審理方式 全て書面審理 口頭審理原則 

訂正機会 原則上１回 制限なし 

決定(審決）予告 取り消し理由通知 なし 

費用 低費用 高費用 

不服 特許法院以後は特許庁が遂行 当事者が遂行 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 特許取り消し申請制度の導入 

先行技術調査文献（拒絶理由通知で引用されたものを含む） 

登録特許公報 

第１３３条の２②。。。特許公報に掲載された。。。先行技術｛文献A、文献B｝に
基づくという理由では、特許取消の申請をすることができない。 

文献A 

文献B 

＜取り消し申請理由の制限＞ 

CASE１ 文献A（主）+文献B（副） 申請不可能 

CASE２ 文献B（主）+文献A（副） 申請不可能 

CASE３ 文献A OR 文献B 申請不可能 

CASE４ 文献A+文献C 申請可能 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 特許取り消し申請の手続き 

申
請
人 

特
許
庁 

特
許
権
者 

特
許
取
消
申
請 

特
許
設
定
登
録 

特
許
登
録
公
告 

申
請
書 

方
式
審
査 

申
請
書 

副
本
送
付 

(

複
数
取
消
申
請
併
合
） 

審
判
官
合
議
体 

審
理
開
始 

期
間
満
了
前 

審
理
開
始 

要
求
可
能 

取
消
理
由
が 

あ
る
か
？ 

取
消
理
由
通
知 

審
理
を
継
続 

(

書
面
審
理
） 

決
定 

(

棄
却
あ
る
い
は
取
消
） 

送
達 

送
達 

棄
却
決
定 

不
服
不
可 

取
消
決
定 

特
許
法
院 

訴
訟
提
起 

（被
告
：特
許
庁
長
） ６ヶ月 

申請期間 

申請理由
補正期間 

（取消理由通知時には通知されたときまでに） 



意
見
提
出 



訂
正
請
求 

無し 

有り 

＜訂正審判との関係＞ 

 特許取消申請が特許審判院に係属した時からその決定が確定する
までの間は訂正審判を請求することができない。 

刊行物に基づいた 
新規性・進歩性・ 

先願など 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 特許取り消し申請制度の導入 

＜日本の異議申立制度との比較＞ 

申請理由 

１．新規性・進歩性欠如（公知・公用は除外） 
２．(拡大）先願主義違反 

３．新規事項違反、記載要件違反など 

訂正請求の取り下げ時期 

訂正請求が出来る期間とその期間の満了日か
ら１ヶ月以内 

≒無効審決予告制度 
無効審決予告制度は２０１５年韓国特許
法改正案に立法予告されていたが、結局、
今回の改正特許法には含まれていない。 

日本では２０１２年に導入
されて無効予定特許の約
１６％が救済された。 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 侵害訴訟時の資料提出義務の強化 

知財権侵害に対する平均金額（単位：百万ウォン） 

損害賠償額(平均） ５ 

損失額(平均） ２８９ 

訴訟費用 ５８ 

改善要求事項 
１．損害賠償額計算方法の改善 
２．懲罰的損害賠償の導入 
３．損害賠償額の引き上げ 

３０億ウォン以上 

１億ウォン未満 １億ウォン未満 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 侵害訴訟時の資料提出義務の強化 

立法例 日本特許法第１０５条（書類の提出等）≒不正競争防止法第７条 

韓国の 
特許法・
不正競争
防止法 

裁判所は、特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟においては、当事者の申立てにより、当事者に対し、[[当該
侵害行為について立証するため、又は]]当該侵害の行為による損害の計算をするため必要な書類の提出を命ず
ることができる。ただし、その書類の所持者においてその提出を拒むことについて正当な理由があるときは、この
限りでない。 

立法例 日本特許法第１０５条の７（当事者尋問等の公開停止）≒不正競争防止法第１３条 

韓国の 
特許法・
不正競争
防止法 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 侵害訴訟時の資料提出義務の強化 

施行 ２０１６年６月３０日の訴訟から 

条文 特許法第１３２条（資料の提出）≒日本特許法第１０５条（書類の提出等） 

改正 
内容 

１．特許侵害訴訟における法院の証拠提出の命令対象範囲を書類から資料に拡大。 

２．侵害に対する証明資料も含まれる(改正前は損害額の算定資料のみ該当)。 

３．営業秘密だという理由だけでは資料の提出に応じないことは不可能。 

４．資料提出命令に応じなかった場合、資料の記載に関する主張は真実であると認めることができる。 

改正
前 

＊２０１２ガハップ６８８２３、原告：Ｃ社(日本会社、特許権者）、被告：Ｂ社(韓国会社、侵害者） 

＊145億ウォンの特許侵害損害賠償額を認定（韓国では異例的な金額） 

「．．．原告が損害賠償で上記の条項に従った損害額を求めるには、被告が被告実施製品を生産、販

売したことによって得た利益を立証しなければならない．．．しかし、この事件の場合、上述した通り、

損害が発生した事実は認められるが、損害額の算定のための基礎資料(特に、営業利益率が算定で

きる資料)が侵害者の被告に偏重しているため、その損害額を立証するために必要な事実を立証す

ることが性質上極めて困難な場合に該当する．．．」 

改正
後 

＊被告側に偏重している資料の提出(営業秘密を含む)を命じることができ、これに応じない場合、該

当資料の記載に関する原告の主張が真実であると認めることができる。 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 特許訴訟管轄集中 

施行 ２０１６年１月１日から 

条文 法院組織法第２８条の４, 民事訴訟法第２４条 

改正
理由 

特許権などに関する侵害訴訟の１審を全国５つの地方法院の専属管轄とし、 

控訴審を特許法院の専属管轄とすることで、法院の専門性と判決の一貫性を

向上させ、特許権などの産業財産権の権利保護の実効性を高め、特許訴訟

制度の先進化を通じて韓国の国家競争力向上に寄与できるようにする。 

侵害訴訟 １審 ２審 ３審 

従前 一般地方法院 一般高等法院 大法院 

改正後 ５つの一般地方法院 特許法院 大法院 

審決取消訴訟 
審判 ２審 ３審 

特許審判院(特許庁） 特許法院 大法院 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ 特許訴訟管轄集中 

韓国弁理士法第８条(訴訟代理人になり得る資格) 

弁理士は特許、実用新案、デザインまたは商標に関する事項の訴訟代理人になることができる。 

日本弁理士法第５条・第６条の２ 

第五条 弁理士は、特許、実用新案、意匠若しくは商標、国際出願、意匠に係る国際登録出願若
しくは商標に係る国際登録出願、回路配置又は特定不正競争に関する事項について、裁判所に
おいて、補佐人として、当事者又は訴訟代理人とともに出頭し、陳述又は尋問をすることができる。  
２  前項の陳述及び尋問は、当事者又は訴訟代理人が自らしたものとみなす。ただし、当事者又
は訴訟代理人が同項の陳述を直ちに取り消し、又は更正したときは、この限りでない。 
 
第六条の二  弁理士は、第十五条の二第一項に規定する特定侵害訴訟代理業務試験に合格し、
かつ、第二十七条の三第一項の規定によりその旨の付記を受けたときは、特定侵害訴訟＊に関し
て、弁護士が同一の依頼者から受任している事件に限り、その訴訟代理人となることができる。  
２  前項の規定により訴訟代理人となった弁理士が期日に出頭するときは、弁護士とともに出頭
しなければならない。  
３  前項の規定にかかわらず、弁理士は、裁判所が相当と認めるときは、単独で出頭することが
できる。  

＊ この法律で「特定侵害訴訟」とは、特許、実用新案、意匠、商標若しくは回路配置に関する権利の侵害又は特定不正競争による
営業上の利益の侵害に係る訴訟をいう。  
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ そのた：（１）コンピューター・プログラム請求項の認定 

コンピューター関連発明審査基準の改正 

ハードウェアと結合し特定課題を解決するために媒体に格納されたコンピュータプログラム請求項 

２０１４．７．１．以降の出願から適用 

（例）ハードウェアと結合し、ステップA、ステップB、ステップC。。。を実行させるために媒体に格納

されたコンピュータプログラム。一方、「媒体に格納されていないコンピュータプログラム」はプログ
ラム自体を請求したものなので、許容されない。 

コンピュータと結合され、Ａステップ、Ｂステップを実行さ
せる、記録媒体に格納されたコンピュータプログラム 

コンピュータと結合され、Ａステップ、Ｂステップを実行さ
せるコンピュータプログラムが格納された記録媒体 

コンピュータと結合され、Ａステップ、Ｂステップを実行させる  
コンピュータプログラム 

コンピューターと結合され、Ａステップ、Ｂステップを実行させる 
記録媒体に格納可能なコンピュータプログラム 
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正当権利者の出願可能期間の延長(特許法第３５条） 
２０１７．３．１．以降の出願から適用 

（ただし、この法律の施行前に設定登録された無権利者の特許権に関しては従前の規定に従う。） 
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II. 韓国特許法の最新改正 

■ その他：（２）正当権利者救済の改善 

無権利者出願 特許登録公告 無効審判 審決確定 正当権利者
の出願 

（要件１）２年以内 

（要件２）３０日以内 無権利者の特許の無効審決
が確定した日から３０日まで正
当な権利者が出願すると救済
できるように改善。 

特許権移転請求 

無権利者特許 無効 

正当権利者出願 審査→特許権 
Or 

無権利者特許 特許権移転請求
（法院） 

正当権利者 特許権返還 

２０１７年３月１日以降に設定登録された無権利者の特許権から適用 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較   日本 韓国 

特
許
出
願 

プログラムの発明 ○ 
○ 

(２０１４．７．１．以降の出願)＊ 

新規性
の 

喪失の 
例外 

可能時期 公開日から6ヶ月 公開日から12ヶ月 

主張時期 出願時 
出願時、補正可能期間、 
設定登録可能期間 

証拠資料の提出 出願日から30日 
出願日から30日又は  

新規性喪失の例外主張の可能時期 

先行技術文献情報の記載義務 ○ ○＊＊ 

外国語出願 ○ ○ 

出願の 
変更  

変更対象 特許↔意匠間(○) 特許↔意匠間(Ｘ) 

時期 出願日基準で期間制限(○) 出願日基準で期間制限(Ｘ) 

特許 
請求の 
範囲 

マルチ-マルチ引用 ○ Ｘ 

重複請求項 ○ Ｘ 

PCT翻訳文の提出期限 30ヶ月(特例期間○) 31ヶ月(1ヶ月延長申請○) 

分割
出願 

補正制限 
（第５０条の２, 第１７条の２第５項） 

○ Ｘ 

特許決定後 ○ ○ 
＊「特許法」ではなく『コンピューター関連発明審査基準」に規定されていた。 

＊＊義務違反の場合、直ちに拒絶理由になる。 
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  日本 韓国 

審
査 

審査請求期限 ３年 ３年 

実用新案の実体審査 Ｘ ○ 

審査 
請求料 

基本料 ￥118,000 ₩143,000 

1請求項につき ￥4,000 ₩44,000 

審査 
促進 

優先審査 第三者実施など 第三者実施、自己実施、先行技術調
査の実施などの場合、優先審査 早期審査 自己実施など 

特許審査ハイウェイ ○ ○ 

審査の猶予 Ｘ ○ 

再審査 審査前置 再審査請求 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較 

 

第３条（優先審査の申請人）出願がある時には誰でも特許庁長にその出願に関して優先審査の申請をすること

が可能である。。。 

第４条（優先審査の申請対象）優先審査の申請対象は審査請求がある出願であって以下の各号のいずれかに

該当する出願に限定する。 

1. 出願公開後第三者が業として出願した発明を実施していると認められる出願 

2. 優先審査の申請をしようとする者が出願された発明に対し直接先行技術を調査し、その結果を特許庁長に

提出した場合であって、以下の各目のいずれかに該当し、緊急処理が必要な出願 

（防衛産業関連出願、グリーン技術関連出願、輸出促進関連出願、出願人が出願した発明を業として実施

中であるか実施準備中である出願など）     

3. 特許庁長が外国特許庁長と優先審査することを合意した特許出願であって。。{いわゆる、「特許審査ハイ

ウェイ(PPH)」} 

4. 優先審査の申請をしようとする者が出願された発明に関して、特許法第５８条第１項によって特許庁長が指

定した先行技術調査専門機関（以下「専門機関」という）のうちいずれかに該当する機関に先行技術調査を

依頼した場合であって、その調査結果を特許庁長に通知するように該当専門機関に要請した出願（該当専

門機関が優先審査申請後、１ヶ月以内に別紙第４号書式に従った調査結果を特許庁長に提出する場合に

限定する。） 

特許・実用新案優先審査の申請に関する告示（韓国） 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較   日本 韓国 

補
正 

期限 

ＯＡなし 特許決定まで 日本と同じ 

ＯＡあり 
意見書の提出期限 日本と同じ 

審判請求と同時 再審査請求と同時 

範囲 

総則 
新規事項追加の禁止(○) 日本と同じ 

シフト補正の禁止(○) シフト補正の禁止(Ｘ) 

最後のＯＡ以後 

請求項の削除、誤記の訂正 日本と同じ 

明りょうでない記載の釈明 
日本と同じ(審査官の指摘が

無くても可能) 

特許請求の範囲の減縮 
(条件あり) ＊ 

特許請求の範囲の減縮 
(条件なし) 

独立特許要件（○） 独立特許要件（Ｘ） 

新規事項の追加 解消不可 解消可能＊＊ 

＊日本特許法第１７条の２第５項第２号：特許請求の範囲の減縮（第三十六条第五項の規定により請求項に記載した発明を特定する

ために必要な事項を限定するものであつて、その補正前の当該請求項に記載された発明とその補正後の当該請求項に記載される

発明の産業上の利用分野及び解決しようとする課題が同一であるものに限る。） 

＊＊韓国特許法第４７条第３項第４号：第２項の範囲外の補正に対し、その補正前の請求の範囲に戻るか、戻りながら請求の範囲を第

１号から第３号までの規定に沿って補正する場合 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較 

特許法51条（補正却下）①審査官は、第４７条第１項第２号および第３号による補正が同条第２

項および第３項を違反するかその補正（同条第３項第１号および第４号による補正の中で請求項

を削除する補正は除く）によって新たな拒絶理由が発生したと認められると、その補正を却下し

なければならない。。。 

最後の拒絶理由通知および拒絶決定に対する応答としてなされた補正 

請求項の１に対しては進歩性が認められるが，引用例１及び構成Ｃの追加により、新しく必要となっ

た引用例２によって進歩性がない。 

 請求項の１に対する補正により、補正前になかった新しい拒絶理由が発生したものであって、補正

が却下される。 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較 

例１ 

請求項１: Ａ＋Ｂからなる装置。 

[最後の拒絶理由通知] 請求項１は引用発明１により進歩性がない。 

[補正内容] 請求項１: Ａ＋ｂからなる装置(内的限定) 

* 引用発明の１によって依然として進歩性がない。 

[補正認定] 補正によって新しい拒絶理由が発生したわけではないので、補正は却下されない。 

[拒絶決定] 補正後の請求項１(Ａ＋ｂ)は引用発明１により進歩性がないので、拒絶決定される。 

例２ 

請求項１: : Ａ＋Ｂからなる装置。 

請求項２: 請求項１において、Ｃが付加された装置。 

[最後の拒絶理由通知] 請求項１は引用発明１により進歩性がない。 

[補正内容] 請求項１: 削除、請求項２: 請求項１において、Ｃが付加された装置。 

[補正認定] 請求項１の削除で請求項２に記載不備という新しい拒絶理由が発生したが、特許法第

５１条第１項の括弧規定により補正は却下されない。 

[最後の拒絶理由通知] 請求項１の削除補正によって請求項２に記載不備が発生したので、請求項

２については最後の拒絶理由を通知する。  

＊日本：発明の特徴の変更有無などにより補正却下を判断補正後の発明に特許性(進歩性など)があっても、補正が却下されることもある。 
＊韓国：特許性(新しい拒絶理由)の有無によって補正却下を判断補正後の発明に特許性(進歩性など)があると、補正は却下されず、特許決定

される。 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較   日本 韓国 

登
録
後 

間接
侵害 

客観的要件 ○ ○ 

主観的要件 ○ Ｘ 

侵害品の所持行為 ○ Ｘ 

刑事処罰 ○ Ｘ(判例解釈) 

無効の抗弁 ○ Ｘ(但し、実務的に認める) 

異議申立て（取り消し申請） ○ ○ 

  
無効
審判 

請求人 利害関係人 利害関係人 

審決後の訂正審判 審決の確定前は不可  審決の確定前でも可能 

請求理由の要旨変更 制限(○)  制限(Ｘ) 

取消判決確定直後の訂正請求 可能＊ 日本のような規定なし＊＊ 

審決の予告制度  ○ Ｘ 

＊日本特許法第１３４条の３： 審判長は、特許無効審判の審決（審判の請求に理由がないとするものに限る。）に対する第百八十一

条第一項の規定による取消しの判決が確定し、同条第二項の規定により審理を開始するときは、その判決の確定の日から一週間以

内に被請求人から申立てがあった場合に限り、被請求人に対し、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正を請求す

るための相当の期間を指定することができる。 

＊＊韓国特許法第１８９条第２項：審判官は、第１項によって審決または決定の取消し判決が確定したときには再度審理を行い、審決

または決定をしなければならない。 
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III. 日・韓特許制度の比較 

■ 日本と韓国の特許法の比較：取消判決確定後の審理の再開 

韓国特許法第１８９条第２項：審判官は、第１項によって審決または決定の取消し判決が確定し

たときには再度審理を行い、審決または決定をしなければならない。 

無効審判請求棄却 
（有効審決） 

審決取消判決 
（無効判決） 

審判院 特許法院 

新証拠の提出 

上告棄却 
（無効判決） 

大法院 
審決取消
判決の 
確定 

審理の再開 

訂正請求の機会なし 

無効審決 

“審決の取消判決が確定されてから特許審判院に両当事者から
新しい主張や証拠の提出がなかったので、特許法院の取消判決
および大法院の取消確定判決の基本理由と同じように、本件訂
正請求は適法であり、本件第１～４項、第６～１０項、第１５～２０
項訂正発明は比較対象発明３，４によって進歩性が否定されるの
で、その登録は無効にされるべきである。” 
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IV. まとめ 

■ 特許権者のためのその他の制度 

１．無効審決予告制度 

２．実施行為に‘輸出’を追加 

３．間接侵害範囲の拡大 

４．懲罰的損害賠償制度 

５．特許再登録出願制度 

（ｃｆ。米国のReissue制度） 

議論された制度 
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